
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第４３４号 

 

さいたま都市計画高度地区に定める 

建築物の高さに関する特例による許可について 
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資料１ 

 

 

議 案 第４３４号 概 要 

 

１ 適 用 区 分   高度地区計画書第２項（２）ハ 

           （公益上必要な建築物に関する基準） 

 

２ 申 請 者   さいたま市長 清水 勇人 

 

３ 申 請 場 所    さいたま市南区曲本１丁目３００番 

 

４ 用 途 地 域 等   【さいたま市】 

第一種中高層住居専用地域  

建蔽率６０％／容積率２００％ 

第一種住居地域 建蔽率６０％／容積率２００％ 

第二種住居地域 建蔽率６０％／容積率２００％ 

            高度地区１５ｍ地区 

            防火指定なし、建築基準法第２２条区域 

 

５ 建 物 用 途   学校（小学校） 

 

６ 工 事 種 別   増築 

 

７ 敷 地 面 積   １６，２４３．８９㎡  

 

８ 建 物 概 要   構造 鉄筋コンクリート造 

            階数 地上３階建て 

            最高高さ １２．２０ｍ 

建築面積  ２，２５３．５１㎡ 

（敷地内合計 ４，８５２．５８㎡） 

             延べ面積  ６，４３８．６０㎡  

（敷地内合計 １１，２４４.０１㎡ ） 

 

９ 建 築 物 の 数   申請 ５棟 申請外 １４ 棟   計 １９棟 

 

 



西浦和小学校の位置

計画地
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西浦和小学校

第一種中高層
住居専用地域

第一種住居地域

準工業地域 西浦和駅

第二種住居地域

【拡大図】
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資料４ 
高度地区計画書（抜粋） 

 

２ 制限の緩和 

（１）認定による特例 

   既存不適格建築物が現に存する敷地において増築等をする場合において、当該増築等に係る部分がこの都市計画の規定による制限の範囲

内で、新たに不適格部分を生じさせるものでないものであり、市長が周辺の市街地環境の維持に支障がないと認めたものについては、こ

の都市計画の規定は適用しない。 

 

（２）許可による特例 

イ 既存不適格建築物が現に存する敷地において、当該既存不適格建築物の建替えのための新築、改築若しくは移転又は増築をする場合 

で、この都市計画の規定に適合させることが著しく困難なもので、周辺の市街地環境の維持に支障がないと認められるもの。 

ロ 一定規模以上の敷地面積を有し、建築物の形態及び敷地内空地等について配慮がなされ、市街地の環境の整備改善に資すると認めら 

れるもの。なお、緩和される高さについては、敷地面積に応じて、次の表に掲げる範囲内とする。 

    ハ 公益上必要な建築物で、建築物の用途上又は周囲の状況によりやむを得ないと認められるもの。 

 

 

 

 

 

 



資料５ 
【緩和基準４】公益上必要な建築物に関する基準 

１．対象建築物 

  この緩和基準を適用する建築物は、次の各号に掲げる建築物のうち、用途上その機能を確保する上で、この都市計画の

規定に適合させることが困難なもの又は周囲の状況によりやむを得ないものでなければならない。 

（１）国又は地方公共団体が、所有又は維持管理（地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者による管理を含

む）する建築物。 

（２）学校教育法第１条に規定される学校又は医療法第１条の５に規定される病院の用に供する建築物。 

 

 

 

（３）その他市長が必要と認めたもの。 

２．緩和の範囲 

  公益上必要な建築物で、用途上又は周囲の状況により、やむを得ないものについては、当該地域の環境や景観に配慮し、

かつ、建物の用途の特性を踏まえ、その機能を確保するうえで必要な範囲でなければならない。 

参考 学校教育法 

第一条 この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学

校とする。  
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資料７（普通教室棟）



資料７（管理棟）



資料７（便所棟）
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